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勤労者医療の取り組み 
労災疾病等12分野の医学研究・開発、 
　　　　　　　　    普及事業について（第2回） 
── 「化学物質の曝露による産業中毒」分野 
── 「粉じん等による呼吸器疾患」分野 

Medical Advice 
アルコール ─ 飲み過ぎると肝障害 ─ 

医療安全推進週間 
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働く人の健康と福祉の増進に寄与します 

2005
SPRING

勤労者医療 

勤労者のメンタルヘルス対策に 
取り組む労災病院グループ　 

――全国労災病院メンタルヘルス学会から 
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神奈川産業保健交流会の活動から 
── 神奈川産業保健推進センター 



2 2005.SPRING.勤労者医療

２月11日（金）、鹿島労災病院（茨城県
波崎町）において、第14回全国労災病院
メンタルヘルス学会が開かれました。
この学会は、全国労災病院心療内科
学会として平成４年にスタートし、以
後毎年開催され、昨年までで計13回を
数えました。もとは「労災病院グルー
プ」の心療内科部門の医師の情報交換
と研鑽を目的とした集まりでしたが、
回を重ねるごとに、精神科、心療内科
の医師ばかりでなく、看護職、心理療
法士にまで参加者が広がっていき、今
年から「全国労災病院メンタルヘルス
学会」と改称し、より多くの参加者を
募ることになりました。
一般に学会と言うと、その分野に関
係する専門家による最前線の研究成果
の発表・討議の場、ということになり
ますが、本学会は今回から、労災病院
内の関係スタッフのみならず、地元の
一般企業にも参加を呼びかけたことが
大きな特徴です。
今回のリポートでは、本学会での発
表を通じて労災病院グループにおける
勤労者のメンタルヘルスへの取り組み
の一端を紹介するとともに、一般企業
への参加を募ったことの意義や成果に
ついても触れてみたいと思います。

まず、今年の学会長を務めた鹿島労
災病院メンタルヘルス・和漢診療セン
ター長の伊藤隆医師に話を聞きました。
「平成10年以降自殺者が３万人を超
え、強い不安やストレスなど、業務に
よる心理的負荷で精神障害を発症する

勤労者が増加するなど、大きな社会問
題になっていることは周知のことと思
います。
こうした状況を踏まえ、労働者健康

福祉機構では、全国14の労災病院に勤
労者メンタルヘルスセンターを設置し、
メンタルヘルスに関する相談・カウン
セリング、研究、研修・啓発、メンタ
ルヘルスの保持・増進活動を行い、ま
た全国21の労災病院に“勤労者　心の
健康相談”を開設し電話相談を行うな
ど、院内での治療以外にも幅広く心の
健康増進、ストレス性疾患の予防・早
期発見のための活動を行っています。
この学会は、基本的にそうした日々

の活動から得られた知見を交換・検討
する場ですが、“予防・早期発見”とい
う観点からみると、当然日々の産業現
場での対応が大事になってきます。そ
こで、勤労者のメンタルヘルスに関す
る周知・啓発も私たちの大きな役割と
していることから、今年から地元企業
に対しても参加の呼びかけを行うこと
にしました。
この学会は各地の労災病院において

毎年持ち回りで行っていますので、今
後も開催地の地元企業に参加を呼びか

けることで、新たなネットワークを形
成するきっかけになればとも考えてい
ます」。
では、同学会での報告から、各地の

労災病院での勤労者のメンタルヘルス
に関する取り組みをご紹介しましょう。

全国の労災病院・勤労者メンタルヘ
ルスセンター（以下、「MHC」と言い
ます）では、「対面式カウンセリング」
を行っています。
中部労災病院・MHCでも、「勤労者

心の電話相談」に加え、「対面式カウン
セリング」が年間延べ150件を目標に行
われています。全３コースに分かれ、
「初回カウンセリングコース」（30分）、
「心理テストコース」（30分）、「メンタ
ルヘルスカウンセリングコース」（50分）
が行われています。
今回の報告は、昨年４月から12月に

中部労災病院・MHCを利用した人の背
景調査を行い、対面式カウンセリング
の現状における利点や問題点を整理す
る、というものでした。「この期間中に
MHCを利用した人は36名、平均年齢は
37.3±11.9歳。この36名のうち、72.2％
にあたる26名が勤労者」でした。
紹介元については、「中部労災病院の

“院内各科から”がもっとも多く29名・
80.6％を占め、“職場・知人から”が４
名（11.1％）と続き、利用は“初回カ
ウンセリングコース”がもっとも多く、
利用回数では５回以内で終了する場合

勤労者のメンタルヘルス対策に取り組む
労災病院グループ

地域に開かれた学会に
― 一般企業への参加の呼びかけ

勤労者メンタルヘルスセンターに
おける対面式カウンセリング
― 中部労災病院・勤労者メンタル　
ヘルスセンターの報告から

学会長の伊藤隆医師

特集

勤労者のメンタルヘルス対策に取り組む
労災病院グループ

―― 全国労災病院メンタルヘルス学会から
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が８割を超えた」ということです。こ
の数値からも、院内各科との連携の様
子が見てとれます。相談内容について
は、「“家族の問題”（30.6％）、“医療機
関への受診の必要性”（25.0％）」と続
きました。
このような利用実績を踏まえ、対面
式カウンセリングは、まず、「ストレス
病の予防、心の健康回復に有効であり、
必要に応じ心療内科や精神科への受診
を促すことができる」という利点を持
つということでした。そして特に、「受
診が必要な場合、院内の連携によって
当日中の紹介が可能なこと」も、MHC
ならではの利点と言えるでしょう。

心の健康に不調を来し、休業した人
の職場復帰については、主治医の復職
判定に関する考え方と職場側からのニ
ーズ、復職診断書の記載、リハビリ出
勤（最初からフルタイム、あるいは通
常の業務負荷で復帰させるのではなく、
時間的にも作業負荷的にも徐々に通常
に戻していくという出勤の仕方）の有
効性、職場や産業医（職場で健康管理
を担当する医師）との連携など、多く
の難しい問題があります。
関西労災病院では、東北、福島、関
東、中部の各労災病院と共同で、こう
したメンタルヘルス不全者の職場復帰
に関する実態を明らかにすることを目
的にアンケート調査を行いました。
調査の概要は、「初年度調査として、
3,024名の精神科医・心療内科医に対し
てアンケート調査票（計21問）を送付
し、846名（28.0％）の回答を得ました。
アンケート調査票の送付先は、関連学
会員の中から、地域的に偏らないよう
に無作為に抽出しました」とのこと。
復職判定に際しては、「“主治医の主
観的判断による”が66％あり、その主
観的判断は、“患者に甘くなる”（86％）
傾向があることが分かりました。また、
診断書への病名の記載については、“患
者の利益を考慮して診断書上の病名の

表現を緩和”して表現する主治医が
92％にのぼりました。たとえばうつ病
については“抑うつ反応”と記載した
医師が40％ありました」と、治療にあ
たる主治医が患者寄りの判断を行う傾
向にある実態が報告されました。
これに関連して、「主治医は“寛解

状態（おおむね治癒したとされる状
態）”をもって職場復帰させても良い
と考え（96％）、逆に職場の側からは
74％が“完全治癒”を求めています」
と、主治医と会社の側とで復職条件に
大きな差異がみられました。
また、主治医としての産業医との連
絡については、「“たまに連絡”が57％、
“多くの場合連絡”が25％で両者をあ
わせると８割を超えますが、“連絡を
とらない”が18％」と、２割近くの医
師が産業医と連携していないという実
態も分かりました。
会場からは、「患者ご本人への十分

なインフォームド・コンセントを前提
に、主治医として職場側との連絡を密
にすることが大切。特に産業医との連
携が大きなポイントになる」、「病名を
職場に伝えるというよりも、就業上配
慮すべき点を明確に復職診断書に書く
べきではないか」といった意見が出さ
れ、労災病院グループとしては、職場
側との連携を重視するという姿勢が強
調されました。就業上の配慮という点
では、「85％の主治医が職場復帰に際
しソフトランディングさせるための
“リハビリ出勤”を勧め、実際に96％

が“有用であった”」としています。
さらに関東労災病院精神科の報告で
は、昨年４月から「社会復帰支援プロ
グラム」の試験的運用を開始し、その
一環として、すでにアルコール依存症
からの職場復帰支援プログラムを提供
しているということです。

全国21の労災病院では、「勤労者　心
の健康相談」を開催し、電話による相
談を無料で受け付けています。ここで
は、経験豊富な専門カウンセラー等が
相談業務にあたっています。
多くの相談が窓口に寄せられており、
九州労災病院・勤労者メンタルヘルス
センターの報告によると、「平成15年４
月～平成16年11月の１年７カ月に受け
付けた241件の電話相談のうち、現在通
院加療中と思われる相談115件につい
て、その実態を調査したところ、治療
への不安や抱える症状への対応など、
“治療に関すること”が34％でもっとも
多く、次いで“職場に関すること”が
18％となっています。いずれの相談も
現在通院中の医療機関への不信感とと
もに相談されるケースが多く含まれ、
内容をみると、あきらかに治療に関す
る十分な説明がなされないままに、治
療が行われていると考えられる相談は
全体の20％を占めました。また、“一概

メンタルヘルス不全者の
職場復帰支援
― 関西労災病院心療内科、
精神科ほかによる調査報告から

「勤労者　心の健康相談」
での電話相談
― 九州労災病院・勤労者メンタル
ヘルスセンターの報告から
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に医療機関に問題があるとは言えない
が、治療法・病気・薬に関して十分に
相談者が理解できていない”、“医療機
関にどういったことを相談すればよい
のか分からない”とする、“説明不足”
が問題として考えられるものは、ほと
んどの相談を通してみられました。こ
うした数字からも、患者へのインフォ
ームド・コンセントが必ずしも十分で
ないことが推察されます」とのことで、
治療を受ける側への十分な説明の必要
性が強調されました。
実際の対応の内容をみると、「相談者
の苦痛や悲鳴を受けとめる“傾聴・支
持”による対応が52.2％と過半数を超
え、状況に応じて“主治医に相談する
ようすすめる”場合が33.9％となって
います」とのことで、また、治療に対
する不信感、接遇に対する不満などに
対しては、「今ある不安や怒りを傾聴し
共感することで、息詰まった相談者の
焦燥をおさめ、基本的には主治医を信
頼して通院を続けることを支持してい
ます。薬に関する相談の多くは精神科
で処方される薬への抵抗感・不安を訴
える相談なので、その不安や抵抗感を
受け止めたうえ、きちんと主治医と話
し合いながら服薬を継続していくこと
を支持し、“薬の副作用に関して主治医
に相談していいものか分からないとす
る相談に対しても、主治医にきちんと
伝え調整していくものである”などの
情報提供を行うことで、相談者の援助
となり得ると考えられました」という
ことでした。
被相談者が自分の意見を押し付けた
りすることなく、相談者の話にじっく
りと耳を傾けるという、カウンセリン
グの基本による対応がとられているこ
とが分かります。「相談者の約７割がお
おむね相談対応に納得してくださって
いる」とのことで、この電話相談が確
実に治療継続の一助となり、相談者が
抱える問題へのサポートになっている
との調査報告でした。

今回の学会長を務める伊藤医師は、

学会長講演として「メンタル漢方事始」
と題して演壇に立ちました。
「日本の漢方医学は、江戸時代に実
証主義から発展してきたこともあり、
心の問題をも身体症状として見てきた
傾向があります。つまり心を直接見て
いませんでした。ですから、漢方医学
における“気”による様々な病態と現
在の精神疾患とがどう対応し、現在の
医薬とどう使い分けるか等について、
まさに検討が始まったばかりなので
す」。
では、まだ漢方薬は精神疾患に対し
て効能が確認されていないのでしょう
か。伊藤医師は言います。「漢方薬には
各々適応があって、症状にあえば非常
に良く効くものです。たとえば、うつ
気分、軽度のうつを伴う更年期障害、
軽度のうつを伴う不眠、神経過敏で動
悸が出やすい人、ストレスが咽喉部の
違和感として出現する身体症状、冷え
のぼせ（上熱下寒）、怒りによって引き
起こされる精神症状などには、それぞ
れ良く効く漢方薬があります。多くの
症状に対応できる点は、漢方の利点の
ひとつでしょう」。
同センターでは、これらを実際に煎
じて処方しており、院内で煎じ薬を出
せるところは、関東の中規模以上の病
院では鹿島労災病院を含め２、３しか
ないということです。

今回の学会のメインである特別講演
は、中部労災病院 芦原睦医師による
「実践！ ここから始めるメンタルヘル
ス」でした。
芦原医師は多くの著書があり、その
軽妙な語り口から多くの講演会に講師
として招かれるなどの実績を持ちます。

芦原医師はまず、「心療内科の目的」
から説き起こし、「ストレス病の種類」、
「心身症の定義」、「心身医学的配慮が必
要な疾患」、「心身医学的診断の手続き」

へと、専門的な内容ながら時にユーモ
アを交えつつ、分かりやすく丁寧に解
説していきます。そして芦原医師は、
「メンタルヘルス活動とは、予防─早期
発見─相談業務─診断─治療─復職─
再発予防という非常に広範な活動とな
ります」と言います。
「この中の相談業務や復職について
は、先ほどの各労災病院からの一般講
演の中でも取り上げられましたね。ま
た、専門医（主治医）へのアンケート
調査の結果報告の中で、主治医がどれ
だけ産業医と連絡をとるかという結果
が示されましたが、メンタルヘルス活
動はこれだけ広範囲に及ぶ困難な過程
ですから、治療にあたる臨床の側だけ
でなく、産業医等の産業保健スタッフ
や、職場、特に管理監督者を中心とす
るライン（組織における上下の管理系
列）との連携が必要不可欠になります」
と強調しました。

芦原医師は、自らが産業医を務める
ある事業場で、健康診断時にメンタル
ヘルス予防活動の一環として、問診表
を施行しました。「その企業（製造業）
の4,000人強の従業員を対象に行いまし
た。その結果、10以上の項目にチェッ
クを付けた、全体の約2.7％にあたる
111人全員に面談を行いました。この中
から、昇進システムや仕事の量、管理
者の不在など、職場環境をめぐる実態
が分かってきました。こうした面談に
よる個人への指導と同時に、職場スト
レス要因について職場にフィードバッ
クしてあげるわけです」と説明。問診
表から面談への一連の流れは、個別指
導であると同時に、職場改善の手がか

実践！ここから始める
メンタルヘルス
― 中部労災病院　心療内科部長・
勤労者メンタルヘルスセンター長
芦原睦医師の特別講演から

メンタルヘルスと漢方薬
― 鹿島労災病院メンタルヘルス・
和漢診療センターでの治療から

メンタルヘルスは「予防から再発予
防まで」の広範な活動

予防効果を発揮した健康診断時の
問診表

特別講演を行う芦原睦医師
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図　中部労災病院心療内科における治療構造りにもなるものであることが強調され、
「この問診表施行の翌年、面談者は２名
のみ」となり、顕著な予防効果が認め
られました。

治療の段階については、「当院の場合、
初診から心理テストの施行、そして心
理テスト結果のフィードバックを行い
ます。また、必要に応じて①交流分析、
②自律訓練法（集団療法）、③カウンセ
リング（構造化された面接）、④行動療
法を行っています。治療を行いながら、
徐々に薬を減らしていきます（図参照）。
この交流分析、自律訓練法、行動療法
の考え方・手法は産業現場にも応用で
きますから、今後これらの手法の産業
現場での応用の仕方について周知・普
及を行うことも“職場におけるメンタ
ルヘルス活動”の底上げにつながる」
ことを説明しました。
この治療の過程におけるポイントに
ついて芦原医師は、「患者の症状や状況
に応じて、単一の治療法でなく、それ
ぞれにあった治療を行う必要があるこ
とと、医師だけでなく、臨床心理士や
カウンセラー、さらに職場サイドと連
携するという意味では患者が所属する
企業をも含めたチーム医療を心がける
こと」が大事とされました。

職場ストレスによる疾患については、
できるだけ早期に適切な治療に結びつ
けることが大切だと言われます。芦原
医師は、「受診に至るまでの期間を見て
も、“自ら”の場合は受診までに比較的
長い期間を要し、“上司の勧め”の場合
は短いという結果が出ています。この

ことからも、ラインによるケアの重要
性が分かるかと思います」とした上で、
「ラインの果たす役割が非常に大きく、
そのポイントを10にまとめてみました」
と、スライドで芦原医師が作成した
「ラインによるケア・職制の10のご法度
―ストレス病の部下に対する10の“べ
からず”集」（頁左下）を掲げました。
職場で大いに参考となる数々の話の
最後に、芦原医師は「ストレス病は治
療すれば治る心身の病気であり、徐々
に職場復帰する病気であること」への
理解を強調し、特別講演を終えました。

本学会の最後は、参加企業からの質
問等に労災病院の医師が答える意見交
換会でした。ここでは、「一度うつに
なった者を、治癒後に責任ある、ある
いは競争の激しいポジションに戻して
も大丈夫でしょうか」、「うつ（うつと
思われる症状）で休んだ後、責任感の
欠如や仕事に対する意欲の衰えが見ら
れる者が複数いる。通常どおり指導し
てもよいものでしょうか」といった質

問が出され、それ
ぞれ「治癒後も抑
うつ状態を伴う場
合があります。主
治医および産業医
とよく相談して対
応することが大事
です」、「ほとんど
の場合は大丈夫で
すが、慢性的にう

治療の実際とポイント

　　 
　 
　 
 
 
 

初診 
心理テスト 
施　行 

催　眠 

カウンセリング 
（構造化された面接） 

行動療法 

薬物療法 

心理テスト結果 
フィードバック 
 

読書療法 交流分析 

自律訓練法 
（集団療法） 

つ状態が続くこともありますので、注
意深く見守り、配慮することが必要で
しょう」という旨の回答がなされまし
た。
また、「ストレスの原因が職場の上

司である時に、難しい場合があります。
人事からその上司に話したことにより
逆に仕事がしづらくなることがあり、
対策に困る場合があります」という問
いに対しては、「“上司の上司”への指
導も大切。こうした場合、問題追求型
ではなく、解決志向型の介入を心がけ
るべき」といった回答がなされました。
学会終了後、参加されたある企業の
人事部の方から、学会の内容について、
「こうした専門家が集まる場に参加す
ることは今までできませんでしたし、
最初は学会ということで緊張しました
が、現場を踏まえて分かりやすく解説
してくださいましたので、敷居の高さ
はまったく感じませんでした。何より
もの収穫は、もっと積極的に産業医や
主治医の先生とコミュニケーションを
とってもいいのだ、いやとるべきなの
だ、ということが分かった点です。限
られた接点しか持っていなかった医療
スタッフと企業人ですが、治療のみな
らず研究、普及・啓発活動など、スタ
ッフの皆さんの活動には感銘を受けま
した。また、労災病院で電話相談をさ
れていることは知っていましたが、こ
うして具体的にどのようなやりとりが
行われているのかを知ると知らないで
は大違いです。今日は大変貴重な会に
出席できてよかったと思います」との
感想を聞くことができました。

参加企業の反応

ラインによるケアの重要性

特集 勤労者のメンタルヘルス対策に取り組む労災病院グループ

10の“べからず”集　
１．偏見を持つべからず。
２．責める（怒鳴る、説教する）べからず。
３．初期サインを見落とすべからず。
４．励ますべからず。
５．自分の価値観を押し付けるべからず。
６．重大な決定（生死、契約、退職等）をさせるべからず。
７．休養を妨げるべからず。
８．医療情報を勝手に得ようとすべからず。
９．復職後、一度に過重を与えるべからず。
10．再発はないと思うべからず。
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第31回交流会の当日、まず、神奈

川産業保健推進センターの石渡弘一

所長に、交流会発足の経緯について

聞きました。

「神奈川県内には比較的大きな事

業場が多く、たくさんの専属産業医

が活躍しています。また県内には公

衆衛生に関する講座を持っている横

浜市立大学、北里大学、東海大学、

聖マリアンナ医科大学の４つの大学

があり、さらに労働衛生に関する研

究機関として産業医学総合研究所と

労働科学研究所があり、研究者レベ

ルでも豊富な人材が揃っています。

しかし、残念ながら産業医同士の横

の連携を深めたり、さらには産業医

と研究者の交流を進めたりするよう

な組織はありませんでした。こうし

た現状を踏まえ、センターの開所を

機に専属産業医を中心とした産業保

健関係者の相互交流の場として神奈

川産業保健交流会を立ち上げたわけ

基準行政の担当者が加わっていま

す。交流会の具体的な活動としては、

年に４回、話題提供者として専門家

を招き、その報告をもとにディスカ

ッションを行っています。会場はセ

ンターが研修室を提供し、参加者の

便を考え、本来ならばセンターが休

みの土曜日に開催しています。

毎回のテーマは、その時々の産業

保健にまつわるタイムリーな話題を

です」と説明してくれました。神奈

川産業保健推進センターが仲立ちと

なり、それまで異なったフィールド

で活動していた専属産業医と労働衛

生の研究者を結びつけたといっても

よさそうです。

交流会のメンバーは、県内の専属

産業医が中心となっており、さらに

先に紹介した大学や研究機関の研究

者、さらに神奈川労働局などの労働

大規模な製造現場を数多く抱えていることから、古くから産業保健活動が盛んな

県として知られている神奈川県。事業場では多くの専属産業医が活躍していますが、

神奈川産業保健推進センターが開所するまでは、産業医同士の横の連携を目的とし

た組織はありませんでした。こうした実情を踏まえ、平成８年のセンターの開所を

機に、センターの支援を受けて神奈川産業保健交流会はスタートしました。発足か

ら10年、交流会の今を取材してみました。

県内専属産業医のバックアップと
同時に、その成果を地域に発信

～神奈川産業保健交流会の活動から～

―― 神奈川産業保健推進センター ――

産業保健推進センターの役割

石渡弘一所長

コーヒーブレイクは貴重な情報交換の場となっている。
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取り上げていますが、その話題につ

いては交流会の代表幹事（８人）が

話し合って決めています。「センタ

ーの役割はあくまでも事務局。会の

運営はメンバーにお任せしていま

す」と石渡所長は話します。

交流会の代表幹事で、日本ビクタ

ーの専属産業医を務める千葉宏一医

師は、「専属産業医は事業所に１人

ということが多いので、どうしても

他の事業所の産業医との情報交換が

欠かせません。この交流会は、われ

われ産業保健専門職にとって貴重な

情報交換の機会です」と交流会の意

義を話してくれました。

一方、センターのスタッフ（相談

員）でもある輿貴美子・産業保健特

別相談員は「産業医学を発展させる

ためには研究者の方々も現場の実情

を知らなければなりません。現場に

接する機会が少ない研究者にとって

もこの交流会は貴重な場だと思いま

す」と話してくれました。

取材当日に開催された交流会で

は、東京女子医科大学の山口直人教

授が「職場のがん予防」と題して話

題提供を行いました。山口教授は、

がん患者数の推移や年齢とともに上

昇する罹患率など、がんにまつわる

基本的な現状を紹介するとともに、

がんを予防するために必要な基本的

な知識を分かりやすく説明しまし

た。とりわけ「胃がんや肺がん、大

腸がんなど代表的ながんに関する危

険因子（喫煙や飲酒など）と予防因

子（野菜・果物の摂取や運動）の解

説」については、職場における健康

教育等に直結する話題でもあり、熱

心にメモを取る参加者の姿が目立ち

ました。

これまでに交流会は30回開催され

ましたが、取り上げられた主なテー

マは、「産業医に必要な労働法学」、

「交代制勤務の健康影響」、「職場に

おけるうつ病対策」、「健康教育とし

ての歯科予防プログラム」など、職

場での産業保健活動に役立つ実践的

なものが揃えられています。

さて、当初は県内の産業保健専門

職の交流、横の連携のために作られ

た交流会ですが、回を重ねるごとに

その内容は充実の度を増し、「産業

保健推進センターとしても、県内の

産業保健関係者への貴重な情報にな

るのではないかと考え、交流会の内

容を積極的に発信していこうと考え

ました。大企業が多いとはいえ、従

業員数50人未満の事業場の割合は

96.2％になります。こうした小規模

事業場を担当する嘱託産業医もたく

さんおり、そうした先生方への情報

提供をと考えたわけです」と、石渡

所長が説明してくれました。

センターでは毎回、交流会の内容

を「神奈川産業保健交流研究」誌に

掲載しています。同誌は県内の主な

産業保健関係者に贈呈されており、

産業保健活動のレベルアップのため

の貴重なリソースとなっています。

これまで雑誌媒体で交流会の成果

を公にしてきましたが、石渡所長は、

「今後、交流会の記録をインターネ

ット上で公開し、より多くの関係者

への情報提供を目指します」と力強

く語りました。もし、このプランが

実現した暁には、神奈川県内の産業

保健関係者はもとより、日本全国か

らアクセスすることが可能になり、

交流会の成果が一層生かされること

になります。

産業医や専門家による実り豊かな

自主的活動と産業保健現場の橋渡し

により、働く人々の健康づくりに貢

献…産業保健推進センターならでは

の役割と言えるでしょう。

（平成17年２月取材）

取材当日に開催された第31回交流会では東京女子医科大学の山口直人教授が「職場のがん予防」と題した

話題提供を行った。
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独立行政法人労働者健康福祉機構（以下「機構」
と言います）では、全国の労災病院に労災疾病研究
センター（12カ所）、労災疾病研究室（20カ所）を設
置し、労災疾病等12分野（下表）の、高度・専門的
医療、モデル医療技術の研究・開発、普及事業に取
り組んでいます。
この事業は、機構および労災病院群が果たす勤労
者医療の中核的役割の大きな柱のひとつで、労働政
策上課題となっている労災疾病等12分野について、
研究開発のプランニングから成果の普及までを一貫
して行うプロジェクト研究です。
この事業の特徴は、なんと言っても早期職場復帰
に役立つ勤労者の仕事にまつわる病気やケガの診療

方法や健康確保に役立つ予防方法を研究開発するこ
とにあり、労災病院群（平均病床数430床、計１万
4,000床、年間入院患者数23万人、１日外来患者数3万
6,000人）のスケールメリットを生かし、多数かつ多
様な労災疾病の知見、臨床研究スタッフおよび症例
を活用して研究・開発、普及の成果を挙げることを
目的としています。
本誌では、前号（2005 年 WINTER号）から、この
労災疾病等12分野の研究・開発、普及事業について
ご紹介しています。今回は、「化学物質の曝露による
産業中毒」分野と「粉じん等による呼吸器疾患」分
野の研究・開発等に取り組んでいる２つの研究セン
ターを取り上げました。

労災疾病等12分野の
医学研究・開発、普及事業について

第 2 回

研究・開発、普及テーマ

職業性の挫滅損傷及び外傷性切断に対する再建術及び手術後の可動範囲拡大についての研
究・開発、普及

非骨傷性頸髄損傷の予防法と早期治療体系の確立に係る研究・開発、普及

職場のストレスによる網膜症に対する急性視力障害の予防・治療法の研究・開発、普及

職業性皮膚障害の外的因子の特定に係る的確な診療法の研究・開発、普及

職業性腰痛、頸肩腕症候群の効果的な予防法（再発防止を含む）、診断法の研究・開発、
普及

振動障害のより迅速的確な診断法の研究・開発、普及

（１）有害物質とタンパク質との因果関係を明らかにすることによる迅速・効率的な診断
法の研究・開発、普及
（２）シックハウス症候群の臨床的研究・開発、普及

じん肺に合併した肺がんのモデル診断法の研究・開発、普及

業務の過重負担による脳・心臓疾患の発症の実態及びその背景因子の研究・開発、普及

勤労者におけるメンタルヘルス不全と職場環境との関連の研究及び予防・治療法の研究・
開発、普及

女性の疾患内容と就労の有無並びに労働の内容との関連についての研究、開発、普及

早期職場復帰を可能とする各種疾患に対するリハビリテーションのモデル医療の研究・開
発、普及

表　労災疾病等12分野一覧

労災疾病研究センター

職業性外傷研究センター

勤労者　脊椎・脊髄損傷研
究センター

勤労者　感覚器障害研究セ
ンター

勤労者　物理的因子疾患研
究センター

勤労者　筋・骨格系疾患研
究センター

振動障害研究センター

産業中毒研究センター

職業性呼吸器疾患研究センター

勤労者　脳・心臓疾患研究
センター

勤労者　メンタルヘルス研
究センター

働く女性　健康研究センタ
ー

勤労者　リハビリテーション
研究センター

設置病院

燕労災病院

中部労災病院

大阪労災病院

東北労災病院

関東労災病院

山陰労災病院

東京労災病院

岩見沢労災病院

関西労災病院

横浜労災病院

和歌山労災病院

九州労災病院

労災疾病等12分野

① 四肢切断、骨折等の
職業性外傷

② せき髄損傷

③ 騒音、電磁波等による
感覚器障害

④ 高・低温、気圧、放射線等
の物理的因子による疾患

⑤ 身体への過度の負担に
よる筋・骨格系疾患

⑥ 振動障害

⑦ 化学物質の曝露による
産業中毒

⑧ 粉じん等による
呼吸器疾患

⑨ 業務の過重負荷による　
脳・心臓疾患（過労死）

⑩ 勤労者のメンタルヘルス

⑪ 働く女性のための
メディカル・ケア

⑫ 職業復帰のための
リハビリテーション

課題等 : 化学物質による中毒症、がん等は、55,000種類以上の既存の多様な化学物質に加え、新規化学物質が次々と生成されることか
ら、様々な職場、職域で発生する可能性があり、近年ではシックビル（シックハウス）といった事務系職場での問題の発生もみられるなど、
これらの生体への影響分析と専門的な治療が必要。

課題等 : 粉じんを発散する職場・業務は、セラミックス製造、金属切断・研磨等多数あり、じん肺及び肺がん等合併症は依然として多数発
生しているが、じん肺は初期診断が難しい疾病であり、症例の集積を活用し、専門的な診断・治療と一層有効な診断・治療方法の研究開発
とともに、全国の専門医の育成に貢献することが必要。

勤労者医療の取り組み
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――産業中毒とは、どういった疾病を言うのでしょうか。

製造業や建設業などの産業現場では、様々な工程で有
機溶剤や重金属等、多くの化学物質が使用されています。
仕事上でこれらを使用したことによる健康障害を「産業
中毒」と呼んでいます。
この産業中毒には、「急性中毒」と「慢性中毒」の２

種類があります。急性中毒とは、爆発や漏えい、火災と
いった事故や自然災害などにより、一回に大量の化学物
質を浴びることにより起こる中毒のことです。一方、慢
性中毒とは、長期間化学物質を浴びることにより症状が
出現することを言います。通常、鉛中毒や有機溶剤中毒
と呼ばれるものが、この慢性中毒にあたります。
この２つの中毒のうち、当産業中毒センターでは特に
慢性中毒についての研究を行っています。化学物質によ
る慢性中毒の症状は、特別な症状ではなく、頭痛や吐き
気、しびれ、肝機能異常、めまいなど、他の様々な病気
にも見られるような症状であることから、医療機関にお
いて、作業に関する情報なしに化学物質による症状であ
ると判断することは難しいのです。
今回、当センターが計画をした研究・開発、普及テー
マは２つあり、その１つがこうした「慢性中毒の患者様
の原因が化学物質であることを確実に診断できる方法」
の開発です。この診断方法が確立されれば、原因が分か
らずに苦しむ産業中毒の勤労者の方々を減らせると考え
ています。
――産業中毒であることを診断できる方法とは、どのよ

うなものでしょうか。

現行の診断方法は、血液や尿の中に化学物質や有機溶
剤が残っているかどうかを調べ、その残っている物質と
訴える症状との両方を見ながら診断をするというもので
す。しかし、現在使われている化学物質のうち、検出で
きるのは、一部に過ぎません。特に使用が禁止になった
り、規制が厳しくなった化学物質はその代わりとなる物
質に変更されます。また、化学物質等には体内に長く留
まるものもあればすぐに排出されてしまうものもあり、
後者であると検査ではその物質が検出されず、原因が分
からないままとなってしまうことがあります。

「化学物質の曝露による産業中毒」分野

そこで今回の研究により、新たに使われだした化学物
質の検出方法の開発およびある程度時間が経っても化学
物質が体内に吸収されているかどうかを確認できる方法
の確立を目指しています。後者の方法は最新の「プロテ
オミクス」という分析方法により検出します。化学物質
等が体内に取り込まれると、たんぱく質と結合して「た
んぱく質付加体」と呼ばれる物質ができる場合がありま
す。この付加体は長く体内に留まるので、化学物質の使
用後でも検出できる可能性が高くなります。
――もう１つの研究・開発、普及テーマとは。

もう１つは、「シックハウス症候群」、「化学物質過敏症」
の臨床的研究・開発、普及です。
シックハウス症候群という疾病については、マスコミ
などで多く取り上げられたことでご存知の方もいらっし
ゃると思いますが、住居やオフィスの建材などに含まれ
る揮発性の有機化合物を浴びることによって起こる様々
な健康障害の総称です。原因物質は主に「ホルムアルデ
ヒド」などの化学物質で、厚生労働省では平成14年に
「職域における屋内空気中のホルムアルデヒド濃度低減
のためのガイドライン」を公表し、職場の空気中のホル
ムアルデヒド濃度の指針値を設定して、その濃度低減を
図っています。
また、「化学物質過敏症」とは、通常では反応しない

と考えられるような微量な化学物質に接触した場合でも
健康障害を引き起こしてしまう症状をいいます。
これらシックハウス症候群、化学物質過敏症を引き起
こした原因物質の特定、そして化学物質と症状との因果
関係の特定は、通常の診療現場における検査方法では困
難です。当センターには日本では数少ない「スーパーク
リーンルーム」（次頁写真）が設置されており、その中で負
荷試験を行い診断ができますが、こうした設備のない医療
機関でも診断ができる検査方法の確立を目指しています。
――スーパークリーンルームとは、どういった施設なの

ですか。また、その中で行われる負荷試験とは。

スーパークリーンルームとは、有機溶剤などの化学物
質が通常の建築物の中の濃度に比べて極端に少ない部屋
のことです。この部屋の壁や床には、何年も自然の空気

主任研究者・東京労災病院産業中毒センター　　圓藤陽子センター長に聞く
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中に晒
さら

した椋
むく

の木を使用しています。この部屋で診察を
する医師や看護職などの職員は、整髪料や化粧品は一切
使用しておらず、人工的なものは徹底的に排除していま
す。ここで実施する負荷試験では、シックハウス症候群
や化学物質過敏症が疑われる患者様にこのクリーンルー
ムへ入っていただき、原因と思われる物質を少量、負荷
します。そうして現れる症状を観察し、原因物質の特定
や、物質と症状との因果関係を明確にするというもので
す。
有機溶剤や農薬などの化学物質によって現れる神経症
状は眼に現れやすいため、瞳孔の広がりや動きの速度を
計測したり、目で物を追う動き（眼球運動）を検査した
りと、主に眼の検査を行います。
また、眼のほかに咳、咽頭痛、喘鳴（ぜんめい：呼吸
時にヒューヒューと音がする症状）などの呼吸器系の異
常も見られますが、詳細な病態は解明されていません。
そこで、化学物質の吸入による呼吸器症状の病態を解明
するための研究も目的としています。
――様々な検査により原因物質が明確になったら、患者

様にはどのような治療が行われるのですか。

まず患者様は、今まで多くの医療機関を受診したにも
かかわらず、原因が分からずに苦しんでいたわけですか
ら、原因が化学物質等によるものと分かっただけでも安
心されるようです。
さらに、有機溶剤などの化学物質のうちどの物質に反
応しているかを検査します。そして原因物質が明確にな
ったら、その物質に触れないように、たとえば原因物質
を扱う職場で働いているのであれば、会社と相談のうえ
配置転換などの就業措置をとるなどの対処をとっていた
だくのです。
この他の治療法はまだ研究段階ですが、これまで原因
が分からずに家の中に閉じこもっていたという患者様か
ら、「原因が分かってからは対処法を身につけ、積極的
に外出できるようになった」といった喜びの声が聞かれ
ます。

――そのほかに、今後力を入れていこうと考えている研

究・開発テーマはありますか。

当センターには、事業場や勤労者の方々から電話やフ
ァクシミリ、Ｅメールなどにより、様々な相談が寄せら
れます。事業場の衛生管理者の方や産業保健スタッフか
らの相談は、具体的な化学物質名が挙げられ「これを使
用している従業員の中で健康の不調を訴える者がいる」
といった具合ですが、勤労者の方からの相談の大半は、
「具体的な物質の名称は分からないが、このような具合
に体調が悪い」という漠然とした内容になっています。
そこで、まずはどのような作業をしているのかを聞き、
そこから想定される化学物質をあたっていくという方法
で、相談にお答えしています。
化学物質を使用する事業場は、「労働安全衛生法第57

条の２」に基づき、化学物質の入手先から有毒性を明示
した「化学物質等安全データシート（ＭＳＤＳ）」を受
け取り、それを取り扱う労働者全員に有毒性等について
教育することになっています。
「ＭＳＤＳ」とは、化学物質の名称や取り扱い上の注
意などがまとめられた用紙で、化学物質を販売した業者
が、購入先事業場に提出しなければならないものです。
それを見れば、自分たちがどういった化学物質を使用
し、何に注意して作業をすべきなのかが書かれているの
ですが、相談にいらっしゃる勤労者の方の漠然とした相
談内容から、まだまだ「ＭＳＤＳ」を知らない方々が多
いことに驚かされます。
現在、当センターではホームページ上に「産業中毒デ
ータベース」を掲載しています。これは、国内の産業中
毒に関する論文や学会発表などを収録したものです。こ
のデータベースを今後再構築する計画です。データベー
スの検索方法として、勤労者の方の実情を踏まえ、具体
的な物質名で検索するシステムのほかに、身体症状など
から物質名を探し当て、取り扱い上の注意や着用すべき
保護具などを手軽に検索できるようにしたいと考えてい
ます。
また、現在わが国で使用されている化学物質は５万種
類以上あると言われており、さらに新しい化学物質等が
次々と生成・使用されていることから、法律での規制が
なかなか追いつかないのが実情です。そこで当センター
では、法律で規定されていない物質に対しても、その取
り扱い方法や管理方法などの情報を集め、このデータベ
ースに掲載していきたいと思っています。また、今回の
研究・開発で得られた成果なども盛り込んでいければと
考えています。
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――じん肺症とはどのような疾病でしょうか。

一言で言えば、粉じんの吸入により、肺に不可逆性の
変化を来す病気です。じん肺症は、古くは「よろけ」な
どの名で恐れられ、肺のろ過機能の限度を超えた粉じん
がたまることによって肺の組織に入り込み、また粉じん
を摂取した細胞が死んだりすることによって線維が増殖
し、固い肺となってしまう疾病です。この変化を「肺の
線維化」と言います。さらに、気管支などが影響を受け、
慢性の炎症を起こしたり、肺気腫（肺胞などが破壊され
てふくらんでしまう状態）が起こります。不可逆性の変
化というのは、一度発症すると元に戻すことができない、
すなわち発症すると治すことができないという意味で
す。
――粉じん職場というと、金属鉱山や炭鉱などが思い浮

かびますが。

そうですね。確かに鉱山や炭鉱は典型的な粉じん職場
です。このほかにも、ビル解体工事現場、窯業やセラミ
ック製造業、金属切断や研磨作業場、い草取り扱い作業
など、まだまだ多くの粉じん職場が存在しています。最
近、新潟県中越地震で校舎が倒壊し、壁材として使われ
ていた石綿の飛散が問題となりましたね。石綿とは、天
然に産出する繊維状の鉱物の総称で、石綿の粉じんを吸
入することにより、じん肺症のひとつである「石綿肺」
を発症します。この石綿も、石綿含有製品の製造禁止に
係る労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令が施行
された昨年10月１日以前は、膨大な量が様々な分野で広
く使用されてきました。石綿肺の罹患者は、悪性中皮腫
や肺がんを併発する確率が高くなります。今後は石綿ば
く露に起因するこうした合併症の多発が懸念されます。
今回の研究計画の課題のひとつとしても、この石綿ばく
露による疾病の広がりについて調査研究を行うことを掲
げています。
じん肺症は潜伏期間が30年と言われ、継続ばく露によ
り発症します。現在でも、労災補償の対象となるじん肺
症に罹患する労働者が毎年1,000名前後出ており、じん肺
症で亡くなられる方の人数より多くなっています。こう
したことからも、じん肺症は極めて現代的な疾病である

ということをご理解いただければ、と思います。
――合併症というと、じん肺に合併する肺がんが労災補

償の対象になったということですが。

そうです。じん肺に合併する肺がん、いわゆる「じん
肺肺がん」は、平成15年４月のじん肺法施行規則の改正
で労災補償の対象になりました。これに伴い、じん肺有
所見者のうち医師が必要と認めた者には年１回のヘリカ
ルCT検査と喀痰細胞診が行われることになり、じん肺肺
がんの早期発見に取り組むこととなりました。
しかし、この検査による判定が非常に厄介で、特にフ
ィルム上の陰影から、新たな肺がんの陰影を特定するこ
とには困難が伴います。つまり、もともとじん肺には大
中小の多様な陰影が存在しますが、それを背景とした新
たながん陰影を読みとるには、高度の熟練と手間、すな
わちコストを要することになります。
先ほど、じん肺症は不可逆的な疾病と言いましたが、

その合併症については治療が可能です。ところがじん肺
患者に発症した肺がんは、すでに肺機能が低下している
ことから、根治させる手術が不可能な場合も少なくあり
ません。ですから初期診断、早期発見が大事になってく
るわけです。
こうした現行のじん肺肺がんの診断法の有効性を確認
することについての研究は、今回の研究課題の最初に設
定しています。
――専門家でも苦労するじん肺肺がんの読影・判定です

から、全国的に見てもこれを行える医師は多くないので

は。

じん肺肺がんの画像診断に限らず、その前段階のじん
肺そのものの正確な画像診断スキルが必要と思われま
す。ですから今回の研究では、じん肺診断法の全国的な
底上げ、すなわちじん肺症例に接する機会の少ない他の
医療機関の医師への資料・情報提供を目的として、平成
20年３月までに、作業別の典型的なじん肺例集を作るこ
とを２番目の課題として設定しました。この例集には単
にじん肺の画像をまとめるだけでなく、合併症を伴う症
例の画像や実際の作業現場の写真なども収録します。さ
らに意外と知られていないのが関連法規で、これらも収

「粉じん等による呼吸器疾患」分野
主任研究者・岩見沢労災病院じん肺研究センター　　木村清延センター長に聞く

勤労者医療の取り組み
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録することにより、じん肺の診断に総合的に役立
てることができる典型例集にしたいと考えていま
す。
この研究は、当院のほかに富山、旭、神戸、岡
山の計５つの労災病院で取り組みます。これらの
地域には、炭鉱、窯業、溶接（製造）業、隧道と
いった特徴をもった粉じん職場があり、私どもの
ところはもちろん炭鉱です。こうしたネットワー
クを生かし、各地から典型的な症例を収集し、ま
とめる予定です。
――現行のじん肺肺がん診断法の有効性に関する

研究とともに、新たな診断法の開発も視野に入れ

られているということですが。

先ほどご説明しましたように、時点の違うCT
（コンピュータ断層撮影）の画像から新たな肺がんの陰
影を読み取ることには困難がつきまといますが、この新
たな陰影を絞り込む画像診断法の開発も課題として掲げ
ています。
その原理を簡単にご説明しますと、時点の違う２つの
CR（ハロゲン化物を塗布したポリエステル板を用いたＸ
線撮影）画像をコンピュータに読み込ませ、重ね合わせ
てはみ出したところ、すなわち新たに出た陰影のみ浮き
上がらせるというもので、これを「経時サブトラクショ
ン法」と言います。もうひとつは、CR画像上で、まぎら
わしい骨の陰影を消して、気道と肺のみにして読影しや
すくするという方法で、こちらは「エネルギーサブトラ
クション法」と言います。その有用性が確認できれば、
どちらもこれまでの診断法に比べ、労力の点でも診断精
度の点でも大きな進歩となるでしょう。
また、最近PET（Positron Emission Tomography）とい
う陽電子放射断層撮影装置が、がんの早期発見に有用で
あると話題になっております。核医学領域における最先
端の医療機器ですが、このPETの有効性についての検討
も、北海道大学病院核医学診療科の協力により行う予定
です。
経時サブトラクション法、エネルギーサブトラクショ
ン法、PETの３つは、画像診断の新たな流れに位置しま
す。
また、一般の肺がん診断に有用とされる遺伝子診断法
があります。血清がん抑制遺伝子のメチル化が肺がん発
生の早期に見られますが、これを測定することが肺がん
の早期発見につながるという報告も見られます。これが
肺がんが疑われるじん肺症例についても同様に有用であ
るか否かの検討も行います。

――これまでの課題のほかには何かありますか。

じん肺を発症させる原因物質のひとつでもあるシリカ
は、国際がん研究機関（IARC）において疫学的にその発
がん性が認められました。1997年のことで、それまでの
グループ２A「おそらくヒトに対して発がん性がある」
という評価から、グループ１の「ヒトに対して発がん性
がある」に変更されました。しかし、実はヒトにおいて
はまだ直接的に証明されておりません。ラットやマウス
による実験でも、半々くらいといった状況です。これを、
市販されているヒトの気管支上皮細胞を用いて明らかに
してみようという基礎研究を行います。ヒト細胞系での
シリカの発がん性が確認されれば、じん肺と肺がんに関
する研究の大きな前進になるでしょう。
――近年、じん肺による健康障害が懸念される意外な職

業があるということですが。

それは私自身が1995年に日本で最初に報告した事例で
すが、歯科技工士のじん肺問題です。その方は30代です
でに重篤な症状を示していました。２例目は2002年に症
例報告され、こちらもかなり進行した症例で、やはり30
代という若年における発症事例でした。まとまった調査
を行えば、まだまだ事例が出てくるものと考えています。
歯科技工士の集まりに出向き講演を行うなど、健康障害
の危険性を啓発しておりますが、まだ認識は高くありま
せん。
じん肺は進行を止めることはできませんが、早期に発
見することで軽減することはできます。また、じん肺へ
の正しい理解を浸透させることで、より適切な作業、作
業環境による粉じん障害の予防対策も可能となります。
予防の観点も忘れることなく、今回の研究計画を進めて
いきたいと思います。

レントゲンフィルム上の陰影を指差し、解説する木村センター長

勤労者医療の取り組み
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昔から「酒は百薬の長」と言われ、適量の飲酒は

冠動脈疾患を予防するなど医学的な効用が説かれて

きた反面、過度の飲酒が肝臓を障害することもまた

事実です。

飲酒をするとアルコール飲料中に含まれるエタノ

ールの血中濃度が上昇し、「酔い」を感じるように

なります。いわゆるイッキ飲みなどをすると急激に

血中濃度が上昇し意識が失われて、ときには呼吸中

枢が麻痺して死亡することもあります。

摂取したアルコールは主として胃と上部小腸で吸

収され、門脈という血管を通って肝臓へ運ばれます。

肝臓は摂取されたアルコールの90％以上を代謝する

中心臓器です。肝臓でアルコールを分解するシステ

ムは３つあり、１番目はアルコール脱水素酵素、２

番目はMEOS（メオス）という略語で呼ばれるミク

ロソームエタノール酸化系、そして３番目がカタラ

ーゼという酵素です（「図」参照）。

そのうち主なものは前２番で、いずれもエタノー

ルをアセトアルデヒドに代謝します。生じたアセト

アルデヒドは少量でも毒性が強く、わずかな血中濃

度の上昇によっても頭痛や顔面紅潮、吐き気などを

引き起こす性質があり、二日酔いの原因となります。

また、肝臓の線維化を促進して、肝硬変へと病気を

進行させたり、食道や胃に発がん性を発揮している

可能性があるなど、アセトアルデヒドは過度の飲酒

に伴う臓器障害の元凶であるとも言えます。２番目

のメオスの系はアルコールの血中濃度が高いときや

習慣性の飲酒をすると活性が増加するので、アルコ

ールに対する「慣れ」の現象を説明できます。この

現象を酵素誘導と呼び、このため常習飲酒者では投

与された麻酔薬の代謝が早くなって麻酔の効果が悪

くなったり、逆に薬の効果が増強されて、中毒症状

を起こしやすくなったりします。

アセトアルデヒドを酢酸と水に代謝する酵素がア

セトアルデヒド脱水素酵素ですが、この酵素活性が

生まれつき高い人と低い人の２種類が存在します

（遺伝的多型性と言われる）。特に日本人の約半数は

この酵素が低活性型であるため、こうした人ではア

セトアルデヒドが体内に蓄積しやすく、少量の飲酒

でもすぐに顔面紅潮を来します。低活性型にも２種

類あり、「ホモ」と呼ばれる人ではほとんどこの酵

素が働かないため、少量の飲酒によりすぐに気分不

快を起こすので習慣的に飲酒することはできず、ア

ルコールによる臓器障害を起こすこともありませ

ん。

一方、「ヘテロ」と呼ばれる人ではこの酵素の活

性が若干は認められるため、習慣的な飲酒は可能で

すが、アセトアルデヒドの血中濃度が上がりやすく、

したがって飲酒による臓器障害を起こしやすいと言

われています。また、原因はまだよく分かっていま

せんが、女性は男性に比べて少量かつ、より短期間

の飲酒でも重い肝臓障害を起こしやすいので、飲み

過ぎには十分注意してください。

新潟労災病院　内科副部長　渡邊庄治

アルコール
─ 飲み過ぎると肝障害 ─

Medical Advice

図　アルコールが代謝される仕組み 

アルコール飲料中のエタノール   胃と上部小腸で吸収  「酔い」を引き起こす    

MEOS 
（メオス） 

アルコール 
脱水素酵素 

カタラーゼ 肝細胞内 

アセトアルデヒド 頭痛、顔面紅潮、吐き気 
　などを引き起こす 

アセトアルデヒド 
脱水素酵素 

肝細胞内 

分解 

酢酸　　　　　　　 水 

（　　　　　   ） 

（　　　　　      ） 
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医療安全推進週間

全国の労災病院グループでは、各病院に医療安全推進室

や委員会などを設置し、日頃から患者様の安全を確保する

ため、医療安全に関する様々な取り組みを行っています。

厚生労働省は、「患者の安全を守るための医療関係者の共

同行動（ＰＳＡ）」の一環として、平成13年から、毎月11月

25日を含む１週間（日曜日～土曜日、平成16年は11月21日

～27日）を「医療安全推進週間」と定め、医療関係者の医

療安全に関する意識向上と、医療機関、医療関係団体等にお

ける組織的取り組みの推進を目指しています。また、医療関

係者はもとより、広く国民から理解と認識を得ることも目的

としています。

今回は、「医療安全推進週間」における、各労災病院の取

り組みの一部をご紹介します。

一歩間違えれば事故になっていた「ヒヤリとした」

事例を紹介し、改善策を検討する研修会を開催

医療安全セミナーを開催

講演会の開催予定や転倒予防体操

を紹介した医療安全推進週間行事

集を作成

院内パトロールを実施

東北労災病院

浜松労災病院

岡山労災病院



「糖尿病と高血圧」、「脳卒中よサヨナラ」と題した市民医療講座を開催
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検査室に危険箇所がないか

パトロールを実施

外来ホールに「災害時非常食

体験コーナー」を設置

医療安全ポスターを作成

総合せき損センター

香川労災病院

山陰労災病院

地域住民の方に一日病院長・看護部長

になっていただき、院内をパトロール外来に「健康相談コーナー」を設置

吉備高原医療
リハビリテーション

センター



施設名 所在地 電話番号
美　　唄 美唄市東４条南 0126-63-2151
岩 見 沢 岩見沢市４条東 0126-22-1300
釧　　路 釧路市中園町 0154-22-7191
青　　森 八戸市大字白銀町 0178-33-1551
岩　　手 花巻市湯口 0198-25-2141
東　　北 仙台市青葉区台原 022-275-1111
秋　　田 大館市軽井沢 0186-52-3131
福　　島 いわき市内郷綴町 0246-26-1111
珪　　肺 塩谷郡藤原町高徳 0288-76-1515
鹿　　島 鹿島郡波崎町土合本町 0479-48-4111
千　　葉 市原市辰巳台東 0436-74-1111
東　　京 大田区大森南 03-3742-7301
関　　東 川崎市中原区木月住吉町 044-411-3131
横　　浜 横浜市港北区小机町 045-474-8111
燕 燕市大字佐渡 0256-64-5111

新　　潟 上越市東雲町 025-543-3123
富　　山 魚津市六郎丸 0765-22-1280
浜　　松 浜松市将監町 053-462-1211
中　　部 名古屋市港区港明 052-652-5511
旭 尾張旭市平子町北 0561-54-3131

大　　阪 堺市長曽根町 072-252-3561
関　　西 尼崎市稲葉荘 06-6416-1221
神　　戸 神戸市中央区籠池通 078-231-5901
和 歌 山 和歌山市古屋 073-451-3181
山　　陰 米子市皆生新田 0859-33-8181
岡　　山 岡山市築港緑町 086-262-0131
中　　国 呉市広多賀谷 0823-72-7171
山　　口 山陽小野田市大字小野田 0836-83-2881
香　　川 丸亀市城東町 0877-23-3111
愛　　媛 新居浜市南小松原町 0897-33-6191
九　　州 北九州市小倉南区葛原高松 093-471-1121
門　　司 北九州市門司区東港町 093-331-3461
筑　　豊 嘉穂郡穂波町弁分 0948-22-2980
大 牟 田 大牟田市大字吉野 0944-58-0051
長　　崎 佐世保市瀬戸越 0956-49-2191
熊　　本 八代市竹原町 0965-33-4151

0866-56-7141

飯塚市大字伊岐須 0948-24-7500

施設名 所在地 電話番号
北 海 道 札幌市北区北７条西 011-726-7701
青　　森 青森市古川 017-731-3661
岩　　手 盛岡市盛岡駅西通 019-621-5366
宮　　城 仙台市青葉区中央 022-267-4229
秋　　田 秋田市中通 018-884-7771
山　　形 山形市十日町 023-624-5188
福　　島 福島市栄町 024-526-0526
茨　　城 水戸市南町 029-300-1221
栃　　木 宇都宮市本町 028-643-0685
群　　馬 前橋市千代田町 027-233-0026
埼　　玉 さいたま市浦和区高砂 048-829-2661
千　　葉 千葉市中央区問屋町 043-245-3551
東　　京 千代田区内幸町 03-3519-2110
神 奈 川 横浜市西区みなとみらい 045-224-1620
新　　潟 新潟市礎町通二ノ町 025-227-4411
富　　山 富山市牛島新町 076-444-6866
石　　川 金沢市広岡 076-265-3888
福　　井 福井市大手 0776-27-6395
山　　梨 甲府市丸の内 055-220-7020
長　　野 長野市岡田町 026-225-8533
岐　　阜 岐阜市吉野町 058-263-2311
静　　岡 静岡市黒金町 054-205-0111
愛　　知 名古屋市中区栄 052-242-5771
三　　重 津市桜橋 059-213-0711
滋　　賀 大津市浜大津 077-510-0770
京　　都 京都市中京区車屋御池下ル 075-212-2600
大　　阪 大阪市中央区本町 06-6263-5234
兵　　庫 神戸市中央区東川崎町 078-360-4805
奈　　良 奈良市大宮町 0742-25-3100
和 歌 山 和歌山市八番丁 073-421-8990
鳥　　取 鳥取市扇町 0857-25-3431
島　　根 松江市殿町 0852-59-5801
岡　　山 岡山市下石井 086-212-1222
広　　島 広島市中区八丁堀 082-224-1361
山　　口 山口市旭通り 083-933-0105
徳　　島 徳島市東大工町 088-656-0330
香　　川 高松市古新町 087-826-3850
愛　　媛 松山市千舟町 089-915-1911
高　　知 高知市本町 088-826-6155
福　　岡 福岡市博多区博多駅南 092-414-5264
佐　　賀 佐賀市駅南本町 0952-41-1888
長　　崎 長崎市出島町 095-821-9170
熊　　本 熊本市花畑町 096-353-5480
大　　分 大分市荷揚町 097-573-8070
宮　　崎 宮崎市広島 0985-62-2511
鹿 児 島 鹿児島市東千石町 099-223-8100
沖　　縄 那覇市字小禄 098-859-6175
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